
令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

種類

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 1

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 環境学習推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容

環境学習基本方針に基づき、行政・事業者・地域団体・市民とのネットワークで地域資源を活
用した環境学習プログラムの開発や実践を支援する。また、学校と教員向けの環境学習事
例冊子の作成及び配布を行い、池田市環境学習研究会や環境学習啓発イベント等を実施す
る。

事業の対象
（誰を、何を）

市内小・中学生、教員、保護者等

事業の手段・方法
（どのように）

・環境学習事例冊子の作成及び配布
・環境学習の研究会や啓発イベント等の実
施

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市環境基本計画（第3次）、池田市環境学習基本方針

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

環境学習の普及に向けた情報収集・発信、調査、イベント等を
実施するとともに、教員への環境学習支援を行う。

上記要素に係る
R5年度取組実績

市立の小学校園を対象に環境学習相談会を開催するとと
もに、教員の要望に応じた授業メニューなどを提案し、学習
支援を行った。
また、市内で活用可能な環境出前授業を取りまとめたパン
フレットを作成し教員へ配布するなど、情報発信に努めた。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

27 27 27 30事　業　費　　Ａ 5,690 5,690 5,700 5,690 出前授業のメニュー数

主
な
内
訳

環境学習推進委託料 5,690 5,690 5,700 5,690

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

その他 5,690 5,690 5,700 5,690 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

既存の出前授業メニューに加え、教員からの要望に応じたオーダーメイドな授業の提
案も行っており、教員のサポート体制の充実は図られているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

本事業は、池田市環境基本計画における環境学習分野の環境目標像の達成に関わる
事業であり、継続的な実施が求められるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

基金繰入金　5,690千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

環境学習の普及に向けた情報収集や調査、環境学習啓発イベント等による環境学習
支援は順調に進んでいるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

kW

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 2

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 環境基本計画推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
池田市環境基本計画の推進及び進行管理に係る調査や見直しを実施する。また、各主体と
の共同事業の実施やしくみ作り、計画の進捗にかかる環境審議会との調査、計画の進捗状
況の調査及び推進方法の検討等を行う。

事業の対象
（誰を、何を）

市民、事業者、市職員

事業の手段・方法
（どのように）

・各主体との共同事業実施、しくみ作り
・計画の推進と進行管理
・計画推進方法の検討と進捗状況調査

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市環境基本計画（第3次）

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

令和3年度に池田市環境基本計画（第3次）を策定しており、
SDGsの理念や「2050年カーボンニュートラル」の実現を
踏まえた環境目標像の実現に向け、市民、事業者と協働で、
環境に関する取り組みを進める。

上記要素に係る
R5年度取組実績

環境審議会を開催し、計画の推進方法を検討するととも
に、進捗状況の調査を行い、年度報告書として「いけだかん
きょうレポート2022」を作成・公開した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

9,000 9,500 10,000 12,000事　業　費　　Ａ 3,588 334 343 339 太陽光発電出力

主
な
内
訳

消耗品費 8 8 19 19

計画策定委託料 3,256 - - - 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

299

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

印刷製本費 299 299 300

その他 3,588 334 343 339 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

太陽光発電出力は増加傾向にあるため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

引き続き、市民や事業者との協働体制の構築を図りながら、環境施策を着実に進行し
ていく必要があるため。

事業の成果指標及び評価について：毎年度約500kW増で推移しているため、R5年度見込は9,500ｋWとした。R9年度見込は環境基本計画における最終目標値（目標年度：
R12年度）12,000kWを入力。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

基金繰入金　318千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

太陽光発電設備の設置件数は増加しており、指標達成に近づいているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

ｔ

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 3

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 ごみ減量化推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
集団回収活動団体への奨励金や回収事業者への助成金による補助を行うとともに、不法投
棄の防止啓発活動や不法投棄された処理困難物の処分を行う。

事業の対象
（誰を、何を）

市民、市内団体、事業者

事業の手段・方法
（どのように）

・集団回収奨励金による補助
・集団回収事業助成金による補助
・ごみの減量化や資源化等の啓発活動

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

引き続き、市民及び市内団体と協働して集団回収を推進す
る。

上記要素に係る
R5年度取組実績

集団回収を実施した団体に補助金を交付することで、家庭
から出るごみの資源化を推進した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1,104 1,229 1,008 1,473事　業　費　　Ａ 3,441 3,466 10,673 5,937 集団回収量

主
な
内
訳

消耗品費 35 42 73 67

補助金 3,406 3,336 4,500 3,142 成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

88

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

処分委託料 0 88 100

その他 3,441 3,466 10,673 5,937 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

集団回収量が年々減少しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

現制度を継続しながら、資源率の向上を図っていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

指定袋手数料　3,297千円
基金繰入金　2,640千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

集団回収は資源化率上昇の有効な手段の一つとなっており、現制度の継続がごみ減
量化の推進に効果的であると判断できるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

施設

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

令和３年度にゼロカーボンシティを宣言しており、「2050年カーボンニュートラル」の
実現に向け、市民、事業者、行政が一体となって取り組めるような施策検討を絶えず
行いながら、着実な事業実施を図っていく必要があるため。

事業の成果指標及び評価について：公共施設の太陽光発電設備設置施設数を、毎年度1施設増で目標設定。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

基金繰入金　11,953千円
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
5,294千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 80,000 61,435
判断理由

公共施設における温室効果ガス排出量の削減については、施設管理者を含めた職員
一人一人の環境意識の向上を図ることで、より効率的な施策の推進が可能となるた
め。

財
 

源
その他 10,643 13,524 20,239 17,873 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

公共施設の再エネ導入の推進について、庁内での認識の統一が徐々に図られてきて
いるため。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

家庭用燃料電池設備
導入補助金

2,220 1,710 4,500

家庭用蓄電池設備
導入補助金

3,050 2,350 2,000 2,000 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

2,610

14 15 14 19事　業　費　　Ａ 10,643 13,524 100,239 79,308
公共施設の太陽光発電

設備設置施設数

主
な
内
訳

太陽光発電設備
導入補助金

4,327 4,674 4,400 4,231

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

「2050年カーボンニュートラル」等の社会情勢を踏まえた施
策導入に関する検討を行う。また脱炭素社会の実現に向け
て、引き続き補助金の交付等、市民、事業者への啓発活動を
実施する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

市民、事業者に対する既存の補助制度を継続して実施する
とともに、地球温暖化問題と経済課題の両者の解決に向け
た新補助制度を創設するなど、脱炭素社会の構築に資する
施策を検討し実施した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市環境基本計画（第3次）、第５次改定版池田市地球温暖化防止実行計画（事務事業編）

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
ごみ減量や省エネルギー事業などの普及啓発を行うとともに、環境にやさしい設備の設置・
購入費用に対して補助・助成を行う。

事業の対象
（誰を、何を）

市民、事業者、市職員

事業の手段・方法
（どのように）

・環境にやさしい設備等への補助
・環境学習、イベントの実施等
・脱炭素社会の実現に向けた啓発活動

実施形態（直営/委託） 直営

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 脱炭素社会推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 4

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

％

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 5

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 リサイクル推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
家電リサイクル法及び容器包装リサイクル法による再商品化の推進や、小型家電・水銀含有
廃棄物の回収を実施する。

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

・不法投棄された特定家電4品目の処理
・容器包装リサイクル対象品目の再商品化

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

財政状況等を踏まえながら、家庭ごみのうち現時点では燃え
るごみとして排出されているプラスチック使用製品廃棄物の
分別収集の可能性を研究していく。

上記要素に係る
R5年度取組実績

家庭から出される空き缶・空きびん、ペットボトル、トレイ類
について分別収集を行い、異物除去・選別等を行ったもの
を容器包装リサイクル協会をはじめとする再商品化事業者
に引渡し、リサイクルを行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

12.7 13.0 12.8 13.9事　業　費　　Ａ 11,812 12,768 16,894 14,663 資源化率

主
な
内
訳

消耗品費 72 65 72 69

処分委託料 11,725 12,687 16,642 14,594 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

0

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

手数料 14 16 160

その他 11,812 12,768 16,894 14,663 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

令和３年７月よりトレイ類の収集品目に「ペットボトルのキャップ・ラベル」及び「レジ
袋」を追加したことで、目標値は達成していないものの資源化率は上昇している。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

財政状況等を踏まえながら、家庭ごみのうち現時点では燃えるごみとして排出され
ているプラスチック使用製品廃棄物の分別収集の可能性を研究していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

有償入札拠出金　14,403千円
再商品化合理化拠出金　83千円
みんなでつくるまちの寄付金　177千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

資源化率は上昇しているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

t

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 6

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 環境政策課 事務事業名 指定袋制実施事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 指定ごみ袋・シールを作成し、市役所や指定販売店において配布する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

・燃えるごみ、燃えないごみの指定袋販売
・粗大ごみの処理券販売

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

平成18年度の指定袋制度実施、平成24年度の全量有料化
により、ごみ排出量の削減効果が見られるが、更なるごみの
減量とリサイクル率の向上を目指すため、分別項目の増加等
を研究していく。

上記要素に係る
R5年度取組実績

平成18年度の制度開始時からロール式の指定袋を採用し
ていたが、ロール式指定袋製造業者の製造事業が縮小傾向
にあり、全国的に供給困難な状況となっているため、安定
供給を優先し、令和5年度製造分から平袋式の指定袋を導
入した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

29,216 28,998 28,247 28,128事　業　費　　Ａ 77,711 86,207 113,671 91,755 ごみ排出量

主
な
内
訳

消耗品費 46,919 56,121 80,536 63,271

指定袋取扱委託料 14,882 14,339 14,900 13,541 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

13,638

うち受益者負担 Ｂ 77,711 86,207 113,671 91,755

配布管理委託料 14,846 14,629 16,134

その他 77,711 86,207 113,671 91,755 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

目標値は達成していないものの、ごみの総排出量としては、近年減少傾向。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

平成18年度の指定袋制度実施、平成24年度の全量有料化により、ごみ排出量の削
減効果が見られるが、更なるごみの減量及びリサイクル率の上昇を目指すため、分別
項目の増加等を研究していく。また、ごみ収集日程表や市広報誌、ホームページなど
で正しいごみ分別の啓発を行っていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

R5年度における
「その他」財源の主な内容

指定袋手数料　91,755千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

平成18年度の制度開始以降大幅にごみ排出量が減少し、近年は減少傾向のため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 7

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 業務センター 事務事業名 業務センター管理事業／業務センター運営事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 業務センターの健全な管理運営を行い、職員の安全衛生を確保する。
事業の対象
（誰を、何を）

業務センターの適切な管理運営

事業の手段・方法
（どのように）

収集運搬業務に係る衛生面の確保

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

耐用年数を過ぎた施設設備を更新し、適切な施設運営を図
るための方法を検討していく。

上記要素に係る
R5年度取組実績

耐用年数を過ぎた施設設備の更新は行わず、適切な管理や
破損した設備の修繕により、円滑な施設運営を図った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 2 0 1事　業　費　　Ａ 6,095 6,358 6,595 5,705 改修工事件数

主
な
内
訳

光熱水費 1,706 1,477 1,940 1,337

下水道使用料 912 881 960 897 成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

620

うち受益者負担 Ｂ 6,095 6,358 1,800 3,707

修繕料 410 1,112 620

その他 6,095 6,358 1,800 3,707 事業の有効性 B.改善の余地がある

判断理由

修繕により維持管理は行っているが、施設や設備の老朽化に伴い、安全衛生面にお
いて一部改善が必要である。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 拡充

判断理由

すでに耐用年数を超過しているボイラーの取替工事は放置すると火災の原因にもな
りかねない問題であり、また経年劣化等により安全衛生上、業務に支障をきたかねな
い箇所もある。計画的な改修工事・修繕等の予算要求を行い、健全な管理運営を目指
す。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 27.3% 65.0%

R5年度における
「その他」財源の主な内容

電柱等敷地使用料・自動販売機・し尿処理手数
料・浄化槽清掃手数料・自動販売機等電気使用料

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 4,795 1,998
判断理由

今後も業務センターでの事業を継続するために、必要な維持管理を計画的に行い、施
設の維持管理を行う。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

台

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 8

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 業務センター 事務事業名 ごみ収集車購入事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 一般的な使用年数を超えたごみ収集車両を更新し、ごみ収集業務を安全かつ円滑に行う。
事業の対象
（誰を、何を）

ごみ収集車両

事業の手段・方法
（どのように）

購入により更新

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

古い車両を更新することにより、修繕料の削減を図るととも
に、安全なごみ収集作業を実施する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

使用年数が１７年を超えた車両のうち、パッカー車１台、プ
レス車１台の更新を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

2 2 2 4事　業　費　　Ａ 13,420 13,834 17,000 16,665 車両更新台数

主
な
内
訳

自動車購入費 13,420 13,834 17,000 16,665

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

更新が必要な車両が数台あるが、計画的な車両更新が実施できている。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

使用年数が１７年を超える車両を計画的に更新することにより、今後の車両更新をス
ムーズに行い、収集業務を円滑に維持することを目指す。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 13,420 13,834 17,000 16,665
判断理由

今後も計画的な車両更新を実施することにより、円滑な収集業務を継続する。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

％

ｔ

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 9

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野 ⑤　環境／国土保全

（２）事業の概要

担当部署名 業務センター 事務事業名 ごみ収集事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

８　社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を
整備する

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 ごみの分別収集及び指定日収集を実施する。
事業の対象
（誰を、何を）

市内の全戸家庭

事業の手段・方法
（どのように）

塵芥車によるごみ収集運搬業務

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

職員数の推移や事業の実施に必要なコストを比較・考慮した
うえで、委託拡充や職員の新規採用数について検討する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

コスト比較を行った結果、新たな委託拡充を行わず、減員
分を職員の新規採用で補い、引き続き直営で実施すること
となった。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

100 100 100 100事　業　費　　Ａ 157,289 164,341 168,357 166,299 収集率

収集量 19,128 19,000 18,114 19,000主
な
内
訳

ごみ収集業務委託料 140,547 147,642 149,292 149,292

燃料費 6,333 6,245 7,871 6,160 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

9,177

うち受益者負担 Ｂ 5,309 5,396 4,355 4,606

修繕料 8,719 8,724 9,465

その他 5,309 5,396 4,355 4,606 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

直営と委託により滞りなく収集業務が実施できている。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

コスト比較の結果、現状委託では財政効果は得られないこと、また大規模災害などの
緊急時の対応については直営によるメリットも大きいことから、職員数の減少数に合
わせて、新規職員の複数採用を要望し、知識や技術の継承を行っていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 3.4% 3.3% 2.6% 2.8%

R5年度における
「その他」財源の主な内容

ごみ処理手数料　4,606千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 151,980 158,945 164,002 161,693
判断理由

事業の実施は自治体としての責務であり、廃止することのできないものである。また
事業の効率的な実施のため、コストの比較検討を行っているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

台

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 10

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 業務センター 事務事業名 し尿収集車購入事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
一般的な使用年数を超えたし尿収集車両を更新し、し尿収集業務を安全かつ持続的に行
う。

事業の対象
（誰を、何を）

し尿収集車両

事業の手段・方法
（どのように）

購入により更新

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

古い車両を更新することで修繕料の削減を図るとともに、継
続的に安全な収集作業を行う。

上記要素に係る
R5年度取組実績

使用年数が１７年を超えたバキューム車１台の更新を行っ
た。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

- 1 1 0事　業　費　　Ａ - - 11,000 10,340 車両更新台数

主
な
内
訳

自動車購入費 - - 11,000 10,340

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

計画的な車両更新が実施できている。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

使用年数が１７年を超える車両が１台あるが、使用頻度やごみ収集車両の更新状況に
あわせて、更新時期を検討していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 11,000 10,340
判断理由

今後も計画的な車両更新を実施することにより、円滑な収集業務を継続する。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

％

件

㎘

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 11

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 業務センター 事務事業名 し尿収集事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 し尿の定期収集と臨時収集及び浄化槽の清掃と保守点検を実施する。
事業の対象
（誰を、何を）

市内一部の家庭及び事業所並びに臨時的
仮設トイレ

事業の手段・方法
（どのように）

衛生車によるし尿収集運搬業務

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

し尿処理手数料による財源確保を引き続き行う。
浄化槽清掃保守点検業務を継続して行うため、新規採用職
員を中心に必要な資格取得を検討する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

し尿処理手数料による財源確保を実施し、浄化槽保守点検
業務に必要な資格取得のための予算確保を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

100 100 100 100事　業　費　　Ａ 1,186 1,130 1,553 1,272 収集率

収集件数 645 450 486 350主
な
内
訳

修繕料 702 448 720 603

消耗品費 23 123 126 126 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

377 収集量 929 680 566 550

うち受益者負担 Ｂ 1,186 1,130 1,553 1,272

燃料費 326 416 410

その他 1,186 1,130 1,553 1,272 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

直営で全てのし尿収集業務を行い、十分な成果が得られている。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

生活に直結する業務であるため、下水道整備が出来ない場所や建設現場などに設置
される仮設トイレについて、引き続き事業を継続し、災害時にも対応できるよう態勢
を整えていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

R5年度における
「その他」財源の主な内容

し尿処理手数料　1,272千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

過去には許可業者によるし尿収集を行っていたが、業務を継続させることが困難と
の理由で全市直営による収集を開始した経緯があるので、今後も直営で行う必要が
ある。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

㎥

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 12

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 クリーンセンター 事務事業名 大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 廃棄物の最終処分場を確保するため、大阪湾圏域広域処理場整備事業に参画する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民・市内事業者から排出された廃棄物

事業の手段・方法
（どのように）

一般廃棄物の最終処分を大阪湾広域廃棄
物埋立処分場に委託し、その建設に要する
経費の内、池田市分を負担する。

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画、大阪湾圏域広域処理場整備事業計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

近畿2府4県169市町村が参画する第Ⅱ期 大阪湾広域廃棄
物埋立処分場の建設委託に係る池田市分を負担し、最終処
分場を確保する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

近畿2府4県169市町村が参画する第Ⅱ期 大阪湾広域廃
棄物埋立処分場の建設委託に係る池田市分を負担し、最終
処分場を確保した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

101,554 110,288 110,288 110,288事　業　費　　Ａ 6,686 7,233 8,750 8,167 広域処分委託量枠の確保

主
な
内
訳

廃棄物埋立処分場
整備委託料

6,686 7,233 8,750 8,167

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

本市枠について本年度も予定どおり確保できたため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

既存の埋立処分場のにおける埋立進捗率を鑑み、次期埋立処分場整備に係る状況を
注視しつつ、引き続き本市枠の確保を行う必要がある。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 6,686 7,233 8,750 8,167
判断理由

大阪湾圏域の広域廃棄物埋立処分場における本市枠の確保は、焼却灰、ばいじん、不
燃物の適正な最終処分ができる唯一の方法である。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

日

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 13

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 クリーンセンター 事務事業名 クリーンセンター修繕事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 クリーンセンターの予防保全など適切な修繕を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

クリーンセンター

事業の手段・方法
（どのように）

施設の予防保全等適切な維持管理を行
う。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

施設を安定稼働させるため、施設の予防保全と費用対効果
の高い修繕を実施する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

施設を安定稼働させるため、施設の予防保全と費用対効果
の高い修繕を実施した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 0 0 0事　業　費　　Ａ 64,709 99,987 100,000 99,973 廃棄物受入停止日数

主
な
内
訳

修繕料 64,709 99,987 100,000 99,973

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

廃棄物の受入停止を生じさせることなく、施設の安定稼働を継続したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

経年による各種設備の劣化は免れないため、限られた経営資源の中で計画的に修繕
を実施し、公衆衛生の根幹を支える社会インフラとしての機能の安定的継続を図る。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 64,709 99,987 100,000 99,973
判断理由

基幹的改良工事実施の有無を問わず、長期の稼働により各種設備の経年劣化が進行
している中で、施設の機能停止を生じさせることなく、合理的に維持補修を実施でき
ている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

日

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 14

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 クリーンセンター 事務事業名 クリーンセンター管理事業／クリーンセンター運営事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 クリーンセンターの適切な管理運営を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

クリーンセンター

事業の手段・方法
（どのように）

施設の保守点検等を適切に行う。

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

施設の安定稼働に必要な各種設備保守点検を行うことで設
備の維持保全を図り、廃棄物の適正処理及び安定的な業務
の継続につなげる。

上記要素に係る
R5年度取組実績

施設の安定稼働に必要な各種設備保守点検を行うことで
設備の維持保全を図り、廃棄物の適正処理及び安定的な業
務の継続につなげた。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 0 0 0事　業　費　　Ａ 50,609 74,730 121,560 108,089 廃棄物受入停止日数

主
な
内
訳

設備保守点検委託料 46,367 69,882 116,000 103,165

下水道使用料 508 546 711 555 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

1,157

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

光熱水費 1,076 1,175 1,515

その他 102 149 106 111 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

廃棄物の受入停止を生じさせることなく、施設の安定稼働を継続したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

ごみ処理施設は市民生活を維持し経済を支える必要不可欠な社会インフラとして、廃
棄物の適正処理及び業務の安定的継続に応える必要がある。職員の減少や高齢化が
原因で市民生活に影響が出ることのないよう、運転管理の経験や維持補修の技術継
承に努める。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

自動販売機等電気使用料　107千円
市有土地建物使用料（自動販売機）　４千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 50,507 74,581 121,454 107,978
判断理由

施設の適正管理に係る各種業務の着実な実施により、環境基準等を遵守し、廃棄物
の適正処理につなげられている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も環境基準等を遵守した上で、費用対効果を考慮しつつ、廃棄物の適正処理を
維持する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 33.8% 34.4% 19.6% 23.0%

R5年度における
「その他」財源の主な内容

ごみ処理手数料　58,050千円
指定袋手数料　33,267千円
資源物売却　22,091千円

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 262,483 260,799 347,129 276,290
判断理由

排出者による分別のさらなる徹底により、適正処理の促進に伴う業務効率の向上が
期待できる。

財
 

源
その他 133,727 136,463 84,886 120,027 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

廃棄物の適正処理が確実に行われたため。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ 133,727 136,463 84,886 91,317

光熱水費 56,207 70,582 78,764

処分委託料 144,477 144,809 156,261 143,220 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

60,779

0 0 0 0事　業　費　　Ａ 396,210 397,262 432,015 396,317 規制違反件数

主
な
内
訳

消耗品費 55,702 42,012 55,654 54,966

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

焼却施設における土日及び夜間の運転管理業務について
は、継続して民間委託を行い、一般廃棄物処理施設として安
定的に操業しながら費用対効果の向上を図る。

上記要素に係る
R5年度取組実績

焼却施設における土日及び夜間の運転管理業務について
は、継続して民間委託を行い、一般廃棄物処理施設として
安定的に操業しながら費用対効果の向上を図った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市一般廃棄物処理基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 環境基準などを遵守した上で、廃棄物を適正に処理する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民・市内事業者から排出された廃棄物

事業の手段・方法
（どのように）

再資源化の徹底とともに一般廃棄物の適
正な中間処理（焼却処理）を行う。

実施形態（直営/委託） 一部委託

（２）事業の概要

担当部署名 クリーンセンター 事務事業名 ごみ処理事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 15

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 16

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 さつき展開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 市花である「さつき」を広く市民にPRするために、さつき展を開催する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

さつき展の開催

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

さつき展の開催。
上記要素に係る
R5年度取組実績

市花である「さつき」を広く市民にPRするために、5月20
日～24日の５日間、市役所1階ロビーにてさつき展を開催
した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1,000 1,100 1,500 1,500事　業　費　　Ａ 0 55 128 55 来場者数

主
な
内
訳

委託料 0 55 100 55

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

0

うち受益者負担 Ｂ

賞賜金 0 0 28

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

来場者が増加したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

来場者が増加し、好評であったため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 55 128 55
判断理由

関係団体と協議を行い実施しているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

㎡

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 17

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 緑化事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 五月山の緑の保全と緑化のため、五月山の草刈りなどを行う。
事業の対象
（誰を、何を）

五月山、市街地の緑地

事業の手段・方法
（どのように）

適切な草刈り、活動団体への支援

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

五月山の緑の保全のため、草刈りを実施。
伏尾台周辺緑地の剪定など適切な森林整備の実施。

上記要素に係る
R5年度取組実績

五月山の緑の保全のための、五月山の草刈りを実施した。
伏尾台周辺緑地の危険木及び阻害木の伐採など適切な森
林整備を実施した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

11,300 11,300 11,300 11,300事　業　費　　Ａ 2,778 2,569 4,768 4,404 五月山の草刈面積

主
な
内
訳

需用費 66 40 68 60

原材料費 92 109 200 54 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

4,290

うち受益者負担 Ｂ 0 0

委託費 2,420 2,420 4,500

その他 2,000 1,980 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

五月山の活動団体を支援し、適宜、現状に合った適切な緑地保全を行っている。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も引き続きボランティア活動団体の充実及びボランティア活動に対する支援を
実施する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

緑化基金繰入金　1,980千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 2,778 2,569 2,768 2,424
判断理由

五月山の適切な緑地保全になっている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

団体

箇所

箇所

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

花いっぱい運動については、引き続き地域の団体と協働により、地域緑化を進めてい
くとともに、花いっぱい運動を紹介する場などのPR活動を行っていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

市有土地建物使用料　７１０千円
緑化基金繰入金　４９５千円
緑の募金交付金　３０千円

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 2,589 3,181 3,312 2,598
判断理由

花いっぱい運動は地域コミュニティ推進事業と相まって、市内に広まってきたが、近
年は団体数の減少等により、全体的な活動量が減少している状況である。

財
 

源
その他 742 1,236 1,238 1,235 事業の有効性 B.改善の余地がある

判断理由

すべての数値が維持されている。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

委託費 547 1,043 1,050

原材料費 385 380 400 190 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

1,045 保存樹林指定数 24 24 24 24

18 18 18 18事　業　費　　Ａ 3,331 4,417 4,550 3,833 花いっぱい運動団体数

保存樹木指定数 54 54 54 48主
な
内
訳

需用費 1,899 1,994 2,100 2,098

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

市民参画による花いっぱい運動の推進や保存樹木の適正管
理を促すため、管理助成を行う。

上記要素に係る
R5年度取組実績

市民参画による花いっぱい運動用の花苗の購入、保存樹木
の適正管理を促すための助成金の交付などを行った。
また、五月山を含む森林の多面的な機能を保持するための
整備方針を策定した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市緑の基本計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
市民参画による花いっぱい運動の推進や保存樹木の適正管理を促すため、管理助成を行
う。

事業の対象
（誰を、何を）

池田市民、保存樹木等の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

植栽、草花・苗木の配布、保存樹木等管理
資材の配布

実施形態（直営/委託） 一部委託

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 緑化推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 18

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ①「環境共創」のまちづくり 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 5 年度

○

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 19

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ②地域特性をいかしたまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 細河地域活性化推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
池田市市街化調整区域まちづくり基本方針及び地域再生計画に基づき、細河地域の課題解
決のため、農園芸を軸とする地域振興をめざした官民連携によるまちづくりに取組み、地域
活性化を図るもの。

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

BOTAFESの実施

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市市街化調整区域まちづくり基本方針及び地域再生計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

BOTAFESの実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

細河地域を中心とした事業者や園芸高校等と連携し、細河
地域の魅力を発信するイベントを実施した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

3,200 3,500 4,500 -事　業　費　　Ａ 4,500 4,000 3,500 3,500 来場者数

主
な
内
訳

負担金【商工費】 4,500 4,000 3,500 3,500

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 B.改善の余地がある

判断理由

来場者が増加しており、細河地域の魅力を広く周知できたため。

地方債

国・府支出金 2,250 2,000 1,750 1,750

R6年度以降の事業の方向性 縮小

判断理由

減額された負担金の中で、イベントを開催する必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 2,250 2,000 1,750 1,750
判断理由

市からの負担金を拠出することなく、実行委員会で自走可能な範囲内で広く細河を
地域の魅力を発信するイベントを開催する必要があるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

%

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 20

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ②地域特性をいかしたまちづくり 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 都市政策課 事務事業名 地形図等修正事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 池田市市域図の修正業務を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

池田市全域

事業の手段・方法
（どのように）

市域図の修正

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市都市計画マスタープラン

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

市域を分割し、今年度分のエリア更新を実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

今年度分のエリア更新を実施した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

25 33 33 33事　業　費　　Ａ 1,994 2,387 2,508 2,310 更新率

主
な
内
訳

図面作成委託料 1,994 2,387 2,508 2,310

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

令和５年度目標のエリア更新を実施できたため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

引き続きエリアの更新を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,994 2,387 2,508 2,310
判断理由

引き続きエリア更新を実施する予定であるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 21

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ②地域特性をいかしたまちづくり 施策分野 ④　市民生活基盤

（２）事業の概要

担当部署名 都市政策課 事務事業名 細河地域活性化推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

５　経済活動を機能不全に陥らせない

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
本市の市街化調整区域のあり方、課題及び今後の土地利用の方向性を検討し、細河地域の
特性を生かしたまちづくりの展開のため、活性化策の検討を支援する。

事業の対象
（誰を、何を）

細河地域を中心とする市街化調整区域

事業の手段・方法
（どのように）

市街化調整区域のまちづくりについて地
域とともに具体的な活性化策を検討し、事
業実施につなげていく。

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市都市計画マスタープラン

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

・拠点づくりに向け、地域関係の気運醸成を図るとともに、拠
点の整備コンセプトを定め、事後スキームの検討を行う。
・農福連携農園を普及させるために、障がい者雇用における
特例子会社や事業協同組合等の仕組みを検討する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

農園芸を軸とした拠点づくりや障がい者雇用促進のあり方
を検討した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 0 0 1事　業　費　　Ａ 25,619 33,500 6,000 6,000 地区計画の決定

主
な
内
訳

細河地域活性化
推進事業委託料

25,619 33,500 6,000 6,000

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

拠点づくりについては地区計画の策定には至っていないが、参画事業者とも事業ス
キームの検討を進めており、土地所有者の園芸組合との協議も開始しているため。

地方債

国・府支出金 12,809 16,750 3,000 3,000

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

・拠点づくりについては、事業の実施に向けて園芸組合との協議を進めるとともに合
意形成を図っていく。
・農福連携農園を普及させるために、障がい者雇用における特例子会社や事業協同
組合等の仕組みを検討する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 12,810 16,750 3,000 3,000
判断理由

拠点づくり及び農福連携農園について、少しずつではあるが、それぞれが目的に向
かって進めていくことができているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 22

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ②地域特性をいかしたまちづくり 施策分野 ④　市民生活基盤

（２）事業の概要

担当部署名 都市政策課 事務事業名 官民連携まちなか再生推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

５　経済活動を機能不全に陥らせない

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
池田駅周辺の再生に関わる関係者が集まり、機運の醸成を図りながら、将来の池田駅周辺
のあり方をエリアプラットフォームで共有するとともに、未来ビジョンの実現に向けた官民
連携による持続的なまちづくりを行う。

事業の対象
（誰を、何を）

阪急池田駅周辺

事業の手段・方法
（どのように）

未来ビジョンに位置付けた事業を国庫補
助金を活用しながら実施する。

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市都市計画マスタープラン

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

未来ビジョンにより将来の池田駅周辺のあり方を共有すると
ともに、回遊性の向上・まちの活性化・にぎわいの創出を図
れるよう、官民連携による持続的なまちづくりを行ってい
く。

上記要素に係る
R5年度取組実績

官民連携による取り組みが増加し、イベント等にともなう池
田駅周辺のにぎわいの創出や、持続的なまちづくりの活動
を実施できた。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1 1 1 1事　業　費　　Ａ 7,612 8,415 6,600 6,600 エリアプラットフォームの構築

主
な
内
訳

計画策定委託料 7,612 8,415 - -

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

6,600

うち受益者負担 Ｂ

負担金補助及び
交付金

- - 6,600

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

当初予定していたスケジュールどおりに令和５年度に未来ビジョンの策定を行ったこ
とや、おさんぽマルシェ等の社会実験イベントを通じて、取り組みを理解、賛同してく
れる市民の人も増えてきているため。

地方債

国・府支出金 6,930 5,000

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

未来ビジョンにより将来の池田駅周辺のあり方を共有するとともに、回遊性の向上・
まちの活性化・にぎわいの創出を図れるよう、官民連携による持続的な街づくりを
行っていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 682 3,415 6,600 6,600
判断理由

上記の目的達成に向けて、エリアプラットフォームの会員を増やしながら、事業の実施
に向けて、各エリアとも打ち合わせを密に重ねる回数も増えてきているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人／ha

点

団体／年

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 23

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ②地域特性をいかしたまちづくり 施策分野 ④　市民生活基盤

（２）事業の概要

担当部署名 都市政策課 事務事業名 都市再生整備事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

６　ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を
最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
阪急池田駅周辺において、滞在性や回遊性の向上を目的として、高質空間形成や地域生活
基盤に資する施設の整備を実施する。

事業の対象
（誰を、何を）

阪急池田駅周辺

事業の手段・方法
（どのように）

都市再生整備計画に基づき、国庫補助金
を活用しながら、事業を実施する。

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市都市計画マスタープラン、池田市立地適正化計画

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

阪急池田駅南側のせせらぎモールの基本設計、詳細設計。
栄本町コミュニティセンター跡地周辺の利活用を検討する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

阪急池田駅南側のせせらぎモールの設計や栄本町コミュニ
ティセンター跡地周辺利活用について検討していくことが
できた。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

166.3 167 168 170事　業　費　　Ａ 11,457 - 23,000 21,659 居住誘導区域の人口密度

 地区内の広場等のハード環境に対する評価 32.7 35 37 50主
な
内
訳

計画策定委託料 11,457 - 23,000 21,659

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

地区内の広場等を活用した官民連携イベントへの参画 40 42 100 200

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

当初予定どおりに推移しているため。

地方債

国・府支出金 6,500 4,000 4,000

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

広場整備後も広場の運営管理についての仕組み等を検討していく必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 4,957 19,000 17,659
判断理由

阪急池田駅前広場南整備工事も実施するため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 24

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 地域就労支援事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
しごと相談・支援センターにおいて、地域就労支援コーディネーターによる就労相談や求人・
求職情報の提供を行い、適宜関係機関と連携しながら就職困難者等の就労に向けて支援す
る。

事業の対象
（誰を、何を）

中高年齢者、若年者、障がい者、ひとり親
家庭の親等就職を妨げる様々な要因を抱
える市民

事業の手段・方法
（どのように）

しごと相談・支援センターでの就労相談や
関係機関と連携した就労支援を行う。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市地域就労支援事業実施要綱

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

しごと相談・支援センターにおける就職困難者等に対する就
労支援及び同センターの周知。

上記要素に係る
R5年度取組実績

しごと相談・支援センターにおける就職困難者等に対する
就労支援及び多様な媒体を活用した同センターの周知を
行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

7 7 13 10事　業　費　　Ａ 164 453 190 112 就労相談

主
な
内
訳

消耗品費 25 30 30 30

庁用器具費 - 150 20 10 成果指標の達成状況 C.判断できない

68

うち受益者負担 Ｂ

印刷製本費 - 63 70

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

就労困難者の相談件数の増加が必ずしも望ましい状況とは言えないため。

地方債

国・府支出金 100 107 101 104

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

様々な就職阻害要因がある方は就職活動にサポートが必要な場合が多く、引き続き
相談体制を維持する必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 64 346 89 8
判断理由

地域就労支援コーディネーター及び社会保険労務士の資格を持つ相談員を任用し、
効果的かつ効率的に相談できる環境を提供している。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

事業所

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 25

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 勤労者互助会補助事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
労働者の福祉共済事業を行う勤労者互助会の広報及び運営補助を行い、市内事業所等に
おける働きやすい環境づくりを促進する。

事業の対象
（誰を、何を）

市内の事業所に勤務する事業主、従業員
及び市外の事業所に勤務する市民

事業の手段・方法
（どのように）

福祉共済事業を実施する勤労者互助会の
運営費補助を行う。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市勤労者互助会補助金交付要綱

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

池田商工会議所へのアウトソーシングによるサービスの充実
及び事務手続きの簡略化

上記要素に係る
R5年度取組実績

労働者の福祉共済事業を実施する勤労者互助会の運営補
助を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

75 75 71 80事　業　費　　Ａ 5,500 5,500 5,500 5,500 事業所数

会員数 641 645 639 650主
な
内
訳

補助金 5,500 5,500 5,500 5,500

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

事業所数に変動はあるが、会員数は同程度で推移している。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

市内事業所で働く労働者の労働環境改善のため、池田市勤労者互助会への運営補助
を継続する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 5,500 5,500 5,500 5,500
判断理由

池田商工会議所へのアウトソーシングによるサービスの充実、事務手続きの簡略化に
寄与している。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 26

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 商工業関係者表彰事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
優良商工業者と従業員を表彰することにより、商工業の発展と従業員の勤労意欲の向上と
士気の高揚を図る。

事業の対象
（誰を、何を）

市内に所在する中小企業者及びその事業
所に勤務する従業員

事業の手段・方法
（どのように）

池田商工会議所と共催で優良商工業者・
従業員を表彰する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市商工業関係者表彰審査会規則、池田市商工業関係者表彰実施要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

池田市商工業関係者表彰審査会及び表彰式の開催。
上記要素に係る
R5年度取組実績

地域産業の発展を目的に、従業員の勤務意欲と資質の向
上及び能率の増進を図るため、池田商工会議所と共催で、
市内の優良商工業者を表彰した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

47 30 43 30事　業　費　　Ａ 160 160 169 169 表彰人数

主
な
内
訳

負担金 160 160 169 169

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

表彰人数において、見込みを上回る件数を表彰しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

市内の優良商工業者及び従業員を表彰することで、優秀な人材が本市で活動する動
機が醸成されるほか、本市の商工業の発展、従業員の勤務意欲の向上が見込まれる
ため、引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 160 160 169 169
判断理由

池田商工会議所と共催することで、事業の事務分担を効率的に実施しているほか、事
業費についても抑制できている。また、市内の優良商工業者及び従業員を表彰する
ことによって、市内商工業の発展、従業員の勤務意欲の向上に繋がっている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

件

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 27

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 商工団体補助事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
商工業団体への活動助成を行うことによって、商工業の発展と経営の安定化、並びに市の
活性化を図る。

事業の対象
（誰を、何を）

池田商工会議所、池田市商店会連合会、池
田市工業振興会

事業の手段・方法
（どのように）

各団体に補助金を交付する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市商工業団体補助金交付要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

各団体に補助金を交付する。
上記要素に係る
R5年度取組実績

地域産業の発展を目的に、市内商工業者の経営の合理化
及び近代化を促進するため、市内商工団体へ補助を行っ
た。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1,458 1,458 1,427 1,470事　業　費　　Ａ 1,200 1,700 1,700 1,700 池田商工会議所会員数

池田市商店会連合会会員数 247 247 285 250主
な
内
訳

補助金 1,200 1,700 1,700 1,700

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

池田市工業振興会会員数 32 32 32 40

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

各団体の会員数において、総数が増加しているため。

地方債

国・府支出金 72 56 54 67

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

団体補助における、定量的な効果を図ることは困難であるが、各団体に所属する会員
の育成や情報提供等のための補助は、市内商工業の発展や経営の安定化を図るため
には必要と考えるため、引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,128 1,644 1,646 1,633
判断理由

各構成員から成る団体に補助金を交付することは、市が単独で事業を実施するより
も、効率的に事業が実施がされており、さらに市内商工業の発展にも寄与している。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 28

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 商工業経営者等育成事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
いけだピアまるセンター企業育成室入居のための審査会を実施するとともに、創業支援機
関とともに特定創業支援を行う。

事業の対象
（誰を、何を）

創業間もない、または新事業を起こそうと
する中小企業者や起業家をめざす方、創業
者、既存事業者

事業の手段・方法
（どのように）

企業育成室の入居審査会を行うほか、創
業予定者等に経営・技術相談や異業種間
交流等のサポートを行う。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

認定創業支援等事業計画、池田市企業育成室入居審査会規則

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

特定創業支援の活用案内、企業育成室入居審査会の開催
上記要素に係る
R5年度取組実績

特定創業支援受講者へ随時認定書の交付を行った。なお、
企業育成室入居者審査会の開催はなかった。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

49 60 70 65事　業　費　　Ａ 0 0 5 0 特定創業支援証明書の発行

主
な
内
訳

消耗品費 0 0 5 0

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

特定創業支援証明書の発行数において、増加しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

市内の創業希望者及び創業して間もない人を関係団体と支援することは、市内にお
ける創業促進に繋がり、結果市内の商工業の発展に寄与するため、引き続き事業を
実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 5
判断理由

関係機関と連携し、市内の創業希望者へ幅広い支援ができている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 29

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 事始め奨励事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
池田市名誉市民である安藤百福氏及び日清食品ホールディングス㈱からの寄付を原資に、
新技術・新製品の開発などにより産業振興に貢献する市民を顕彰するとともに、奨励金とし
て賞金を授与する。

事業の対象
（誰を、何を）

市内中小企業者及び創業予定者

事業の手段・方法
（どのように）

事始め奨励大賞審査会を開催し、受賞者を
顕彰し、賞金を授与する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市事始め奨励基金条例、池田市事始め奨励に係る報償に関する要綱

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

事始め奨励審査会及び表彰式の開催
上記要素に係る
R5年度取組実績

地域産業の発展を目的に、市民及び市内事業所を対象に
事始め奨励大賞を開催。新技術・新製品の開発などの事始
めを促進した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

8 8 2 10事　業　費　　Ａ 501 1,300 2,252 752 応募者数

受賞者数 4 4 2 5主
な
内
訳

賞賜金 500 650 1,600 100

広告料 0 616 616 616 成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

36

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

消耗品・印刷製本費 1 34 36

その他 500 650 1,600 100 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

応募者・受賞者において、どちらも減少したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

同事業は日清食品創始者の安藤百福氏及び日清食品ホールディングス㈱からの寄付
金を原資に実施しているもので、切れ目のない新たな事業機会の創出は、本市の地
域産業の発展につながっているため、引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事始め奨励基金

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1 650 652 652
判断理由

市内事業所の新技術・新製品の開発などの支援につながったほか、賞金を授与するこ
とで、事業者のビジネスプランの実現を後押しする形となり、地域産業の発展に寄与
している。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

月

人

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

同施設は平成３０年度に国の交付金を活用することで、創業拠点施設として改修を実
施しており、市内創業者の育成や発展の場所として寄与しているため、引き続き事業
を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

賃料及びコワーキング会員費

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 4,381 4,162 4,271 4,407
判断理由

企業育成室については、資力の少ない創業者への支援となっており、地域産業の発
展に寄与しているが、施設の老朽化が進んでおり、年々維持管理のための修繕費が
増加している。

財
 

源
その他 2,329 2,560 2,630 2,369 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

企業育成室の実績は減少したが、コワーキングスペースの実績は増加しており、総合
的に施設利用者が増加しているため。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

修繕料 117 162 300

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

189

97 94 89 100事　業　費　　Ａ 6,710 6,722 6,901 6,776 入居者利用月数

コワーキングスペース
の延べ利用人数

105 200 521 1,000主
な
内
訳

清掃・管理運営委託料 6,593 6,560 6,601 6,587

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

企業育成室・コワーキングスペースの貸し出し、入居者会議で
の情報提供

上記要素に係る
R5年度取組実績

創業者の支援を目的に、いけだピアまるセンターの管理運
営及び企業育成室・コワーキングスペースをPRしたほか、
施設の修繕等を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
創業間もない者、または創業予定者に安価で企業育成室及びコワーキングスペースを貸し
出し、経営・技術相談や異業種間交流等のサポートを行う。

事業の対象
（誰を、何を）

創業間もない者、または創業予定者

事業の手段・方法
（どのように）

ピアまるセンターの施設管理及び企業育
成室入居者への支援

実施形態（直営/委託） 一部委託

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 いけだピアまるセンター管理事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 30

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

店

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 31

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 商業活動活性化事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 商業の活性化と地域振興を目的に商店会連合会等が開催する「商業祭」に補助する。
事業の対象
（誰を、何を）

市内商業団体

事業の手段・方法
（どのように）

商業祭の開催に係る費用の一部を補助す
る。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市商業活動活性化事業補助金交付要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

商業祭実行委員会に補助金を交付する。
上記要素に係る
R5年度取組実績

商業の活性化と地域振興の推進を目的に、池田市商店会
連合会が開催する「商業祭」への補助を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

192 206 197 210事　業　費　　Ａ 1,000 1,000 1,200 1,200 参加店舗数

来場者数 18,000 18,000 10,000 18,000主
な
内
訳

補助金 1,000 1,000 1,200 1,200

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

商業祭来場者数は昨年度と比較して開催期間が１日少なかったため減少したものの、
参加店舗数は増加していたため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

商業団体が地域を巻き込んで実施する事業への補助は、商業者間の繋がりを生むほ
か、地域ににぎわいを創出し、市内商業の活性化及び振興発展に繋がっているため、
引き続き事業を実施していく。

池田会場と石橋会場と交互に会場を変えて開催。池田会場は２日開催、石橋会場は１日開催となっている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,000 1,000 1,200 1,200
判断理由

市内の商工業団体が商業活性化を図るために実施する事業に補助金を交付すること
は、市が単独で事業を実施するよりも、効率的に市内商業の活性化及び振興発展に
繋がっている。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 32

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 商業活性化イベント事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 商店会等が魅力創造し、商業の活性化のために実施するイベント事業に補助する。
事業の対象
（誰を、何を）

市内商業団体

事業の手段・方法
（どのように）

商業の活性化を目的としたイベントに対し
ての経費の一部を補助する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市商業活性化イベント事業補助金交付要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

商店会等のイベントに補助金を交付する。
上記要素に係る
R5年度取組実績

商業の活性化を目的に、地域団体が実施するイベント事業
への補助を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

- 500 800 1,000事　業　費　　Ａ - - 739 53 イベント来場者数

主
な
内
訳

補助金 - - 739 53

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

イベント来場者数において、見込みを上回っているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

市内の商業団体が自主的に実施するイベント事業を補助することで、地域のにぎわい
を創出するとともに、コミュニティの担い手となる商業団体の活動を支援することに
もなり、結果市内商業団体の振興及び良好な地域社会の形成に寄与しているため、
引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 739 53
判断理由

市内の商業団体が実施するイベント事業に補助金を交付することは、市が単独で事業
を実施するよりも、効率的に事業が実施されており、さらに市内商工業の発展にも寄
与している。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

団体

店

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 33

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 中心市街地活性化対策事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 中心市街地活性化を目的に、民間主導で行われる商業等活性化のための事業に補助する。
事業の対象
（誰を、何を）

中心市街地活性化対策事業を行う経済団
体や商店会

事業の手段・方法
（どのように）

中心市街地の活性化を目的とする事業な
どに係る経費の一部を支援する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市中心市街地活性化推進事業補助金交付要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

中心市街地の活性化を目的とする事業などに係る経費の一
部を補助する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

中心市街地の活性化を目的に、学生による商店街の空き店
舗活用事業等を支援するため、各種団体へ補助を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

3 3 3 3事　業　費　　Ａ 5,235 5,268 5,330 5,330 活動補助申請数

加盟店舗数 40 40 37 50主
な
内
訳

補助金 3,426 3,426 3,426 3,426

消耗品費 9 42 42 42 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

1,862

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0

負担金 1,800 1,800 1,862

その他 382 309 125 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

参加店舗数は減少しているものの、活動補助申請数は維持しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

中心市街地の発展は、本市の経済活力の向上を図るうえで重要な役割を担っており、
地域が主体となり実施する事業を支援することは、中心市街地の活性化促進及び地
域内の商業振興に繋がっているため、引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

補助金返還金

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 4,853 4,959 5,330 5,205
判断理由

市内の中心市街地の活性化に資する事業を行う団体に補助金を交付することで、中
心市街地の活性化を促進するとともに地域内の商業振興が図られているが、補助団
体の一部では、申請・報告書類の不備や誤記等が散見されており、状況改善に努めて
いるところ。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

品

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 34

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 池田ブランド構築事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
「池田ならでは」「池田らしい」商品を開発・販売する事業者を応援するべく、優れた地域産
品を「池田ブランド認定品」として認定し、商品の付加価値を高めることで、市の産業振興を
図る。

事業の対象
（誰を、何を）

地域産品を開発・販売する商工業者

事業の手段・方法
（どのように）

商品に対して市が認定し、広報を行う。

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田ブランド商品認定事業実施要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

認定品の募集及び認定審査会の実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

本市の地域産品を広く普及するため、「池田ブランド認定
品」として新たな地域産品を認定した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

6 10 9 30事　業　費　　Ａ 500 500 500 427 認定品数

主
な
内
訳

池田ブランド構築事
業委託料

500 500 500 427

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

認定件数において、見込数は達成できていないが順調に増加しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

市内事業者が提供する地域資源・特性を活かした商品のブランディングは、本市のブ
ランドイメージの定着・向上及び地域経済の活性化に繋がっているため、引き続き事
業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 500 500 500 427
判断理由

市内事業者が既に提供している商品または新たに開発した商品を「池田ブランド」と
してブランディングすることで、メディアに取り上げられる等、広く市内外に周知する
ことができ、結果地域経済の活性化に繋がったため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

行

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 35

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 中小企業事業資金融資預託事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
中小企業の経営の安定と商工業の発展のため、低利で事業資金の斡旋が行えるよう、池田
市中小企業融資制度取扱金融機関に預託を行う。

事業の対象
（誰を、何を）

池田市中小企業融資制度取扱金融機関
（融資対象者は、市内で６ヵ月以上同一事
業を営んでいる中小企業者）

事業の手段・方法
（どのように）

池田市制度融資として貸付けるための原
資を取扱金融機関に預託

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

池田市中小企業事業資金貸付規則、池田市中小企業融資制度要領

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

取扱金融機関への預託
上記要素に係る
R5年度取組実績

商工業の発展と育成を目的に、池田市中小企業融資制度を
行うため、各金融機関へ預託を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

5 4 4 4事　業　費　　Ａ 121,000 121,000 137,034 120,000 預託先金融機関

主
な
内
訳

中小企業事業資金融
資預託金

121,000 121,000 137,034 120,000

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

その他 121,000 121,000 137,034 120,000 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

預託先金融機関数において、見込み通り維持できているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

預託による金融機関での低金利融資は、市内中小企業の経営安定と商工業の発展に
繋がっているため、引き続き事業を実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

預託金収入

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

金融機関への預託を行うことで、預託先金融機関にて低金利の事業資金融資が実現
しており、市内中小企業の資金繰りの一助となっているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 36

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 商工振興課 事務事業名 消費生活センター運営事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
消費生活センターにおける消費生活相談を実施し、消費者被害の発生又は拡大を防ぐ。ま
た、消費生活センターの認知度向上及び相談対応力向上を図る。

事業の対象
（誰を、何を）

消費者（市民）

事業の手段・方法
（どのように）

消費生活センターにおける消費生活相談
を実施する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

消費生活センターでの消費生活相談、同センターの周知啓発
上記要素に係る
R5年度取組実績

消費生活センターで消費生活相談を実施するとともに、各
種出前講座の実施や啓発グッズ及びパンフレット配布によ
り、同センターや相談事例に関する周知啓発を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

935 940 987 950事　業　費　　Ａ 5,044 4,776 5,808 4,527 相談件数

啓発講座受講者数 170 180 328 190主
な
内
訳

消耗品費 221 2,031 2,899 1,768

負担金 502 507 523 502 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

660

うち受益者負担 Ｂ

相談業務委託料 660 660 660

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

相談件数が目標値を超えており、消費生活センターの認知度が向上した結果と考えら
れる。啓発講座の受講者数についても目標値を上回っている。

地方債

国・府支出金 3,247 3,068 3,994 2,848

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

消費者被害の未然・拡大防止のため消費生活センターでの相談業務を継続するとと
もに、同センターの周知啓発を継続する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,797 1,708 1,814 1,679
判断理由

消費生活コンサルタントによる専門的な相談環境の提供ができており、消費者被害の
未然防止や被害拡大防止に貢献できているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 37

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 生産調整推進対策事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 制度の周知や農業者が行う経営所得安定対策交付金の申請の窓口となる。
事業の対象
（誰を、何を）

市内農業従事者のうち、米の転作等を行う
者

事業の手段・方法
（どのように）

国からの生産調整対策事業費を受け、水
田活用の産地交付金の交付申請、現地作
付け確認、伝票確認を実施する。

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

本制度の説明会に参加し、昨年からの変更点等を把握し、遅
延なく業務を行う。

上記要素に係る
R5年度取組実績

本制度の説明会に参加し、昨年からの変更点等を把握し、
遅延なく業務を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

22 24 22 32事　業　費　　Ａ 267 265 330 266 交付金申請者数

主
な
内
訳

システム利用料 152 152 152 152

消耗品費 30 28 49 26 成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

88

うち受益者負担 Ｂ

郵便料 85 84 129

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

国の制度変更もあり、現状減少傾向にあるため。

地方債

国・府支出金 267 265 330 266

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

法定受託事務として農家を支援し続ける必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

法定受託事務として農作物を生産・販売する農家を対象に適切な事業を行っている
ため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

ヶ月

週

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 38

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 植木産業活性化事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 植木見本園を管理・運営し、植木の四大産地である池田の植木の魅力を発信する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外住民

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理及び見本園を活用した植木産業
のPR

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

植木見本園の維持管理の確認及び、植木の四大産地である
池田の植木の魅力を発信する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

植木見本園の維持管理の確認及び、植木の四大産地であ
る池田の植木の魅力を発信した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

12 12 12 12事　業　費　　Ａ 343 334 422 328 見本園の維持管理

見本園のイルミネーション実施 6 6 6 6主
な
内
訳

委託料 317 306 306 306

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

22

うち受益者負担 Ｂ

光熱水費 26 28 116

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

適切な維持管理を行っており、植木産業のPRに繋がったため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

植木の維持管理については、専門的な知識が必要であるため、今後も見本園の維持
管理委託を継続し、地場産業である細河の植木をその歴史とともにPRしていく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 343 334 422 328
判断理由

植木の魅力をPRできているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 39

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 農業祭開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 農業に関するイベントの開催や支援を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外住民

事業の手段・方法
（どのように）

農業祭の開催

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

農業祭の開催。
上記要素に係る
R5年度取組実績

池田市の農業への市民の関心・理解を深めるために、11月
11日に池田駅前公園にて農業祭を開催した。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

5,000 5,500 5,500 7,500事　業　費　　Ａ 0 650 650 650 来場者数

主
な
内
訳

負担金 0 650 650 650

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

来場者が増加したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 その他

判断理由

キッチンカーや子供の遊び場など新たなイベントを行ったことで、来場者が増加し好
評であった。しかし、イベント開催の中心団体が高齢化しているため、今後の開催につ
いて検討する必要がある。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 650 650 650
判断理由

関係団体と協議を行い実施しているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

千円

千円

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 40

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 農業経営支援事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 各農業実行組合及び池田市生産者組合に対して、農業用資材の購入補助を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

各農業実行組合及び池田市生産者組合

事業の手段・方法
（どのように）

有機肥料及び野菜結束テープの購入補助

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

各農業実行組合及び池田市生産者組合に対して、農業用資
材の購入補助を行う。

上記要素に係る
R5年度取組実績

各農業実行組合及び池田市生産者組合に対して、農業用資
材の購入補助を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

427 500 395 500事　業　費　　Ａ 478 477 550 436 有機肥料購入補助

結束テープ購入補助 50 50 41 50主
な
内
訳

補助金 478 477 550 436

成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

高齢化により農家が減少傾向にあるため、購入数が減少している。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

当事業は、地力保持向上による市内産野菜の品質の更なる向上等に寄与しているた
め、現行の支援を継続していく意向。今後は、他市での状況や要望を踏まえながら、
事業実施について適切な判断を行う。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 478 477 550 436
判断理由

・個人ではなく各団体へ助成を行うことで、事務量が軽減されているため。
・有機肥料は地力の保持に有効な手段であるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

千円

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 41

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野 ⑤　環境／国土保全

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 鳥獣被害対策事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

７　制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 農作物に被害を及ぼす有害鳥獣の防除を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

農作物に被害を及ぼす有害鳥獣(イノシシ、
シカ、アライグマ等)

事業の手段・方法
（どのように）

捕獲、殺処分

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

農作物に被害を及ぼす有害鳥獣の防除を行う。
上記要素に係る
R5年度取組実績

有害鳥獣被害防止を目的とした資材の購入補助、各実行組
合に対して、シカ被害防止用ネットの配布や、有害鳥獣の捕
獲など農作物に被害を及ぼす有害鳥獣の防除を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

2,102 1,852 1,181 852事　業　費　　Ａ 1,417 1,466 1,980 1,232 農作物被害額

主
な
内
訳

報奨金 414 414 700 547

補助金 373 500 500 307 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

54

うち受益者負担 Ｂ 0 0

委託料 266 255 450

その他 7 3 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

被害金額が減っているため。

地方債

国・府支出金 149 149 165 149

R6年度以降の事業の方向性 拡充

判断理由

今後も猟友会と連携を行い、農作物に被害を及ぼす鳥獣に対し、実効性がある対策
強化を行う。また、狩猟を行う者の高齢化および減少を鑑み、市内における有害捕獲
を維持していくためにも、狩猟免許取得の補助制度の創設等を視野に入れ、検討した
い。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,261 1,317 1,812 1,083
判断理由

鳥獣による農作物被害の防止に寄与しているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 42

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 大阪版認定農業者支援事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 大阪版認定農業者による農機具の購入や、直売所の新設などを支援する。
事業の対象
（誰を、何を）

大阪版認定農業者

事業の手段・方法
（どのように）

農業用機械、共同利用施設、直売所関連施
設への費用補助

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

大阪版認定農業者による農機具の購入や、直売所の新設な
どを支援する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

実績なし

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

12 12 7 17事　業　費　　Ａ 0 0 1,000 0 認定農業者数

主
な
内
訳

負担金 0 0 1,000 0

成果指標の達成状況 B.順調に推移していない

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

大阪版認定農業者が減っているため。

地方債

国・府支出金 1,000

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も現状通り補助金の交付体制については継続していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 
判断理由

農業者の負担軽減となるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

○

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

箇所

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 43

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ③都市活力の維持と活性化 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 みどり農政課 事務事業名 農業用施設管理事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 灌漑用水ポンプなどの適切な維持管理を行う。
事業の対象
（誰を、何を）

灌漑用水ポンプ等の農業用施設

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

灌漑用水ポンプなどの適切な維持管理を行う。
上記要素に係る
R5年度取組実績

灌漑用水ポンプ保守点検など適切な維持管理を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

6 6 6 6事　業　費　　Ａ 2,726 4,007 5,622 1,500 灌漑用水ポンプ維持管理

主
な
内
訳

修繕料 1,474 2,779 4,287 457

委託料 95 94 121 114 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

916

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

光熱水費 1,157 1,134 1,200

その他 1,512 2,805 4,387 220 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

灌漑用水ポンプ保守点検を適切に行い維持管理しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も灌漑用水ポンプの適正な管理に努めていくとともに、安定した農業用水の供
給に寄与することに努める。また、故障している池田井堰については、撤去する方向
で検討を行い、代替として下水処理水を活用していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

みんなでつくるまち推進基金繰入金　201千円
利子及び配当金　19千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 1,214 1,202 1,235 1,280
判断理由

灌漑用水ポンプについて今後も適正に維持管理を行う。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

回

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 44

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 広報広聴課 事務事業名 広報誌等情報発信事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 広報誌面の編集、構成、印刷等を委託し、月1回広報いけだを発行する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

毎月の広報誌発行

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

広報誌発行業務委託のプロポーザルを行い、令和6年度以
降の誌面構成を構築する。

上記要素に係る
R5年度取組実績

広報誌発行業務委託のプロポーザルを行い、令和６年５月
号から誌面リニューアルを行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

12 12 12 12事　業　費　　Ａ 38,491 40,620 42,745 41,782 毎月1回の発行

主
な
内
訳

広報誌等発行業務
委託料

28,494 31,553 33,502 33,237

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

その他 2,040 2,030 1,760 1,941 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

毎月1回の発行を継続している。

地方債

国・府支出金 720 1,739

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

現状維持が適切

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

広報誌広告料

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 35,731 36,851 40,985 39,841
判断理由

月1回発行が適切

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

千人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 45

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 空港周辺活性化事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
大阪国際空港及び周辺地域の活性化を図るとともに、空港のポテンシャルを発揮するため
の運動を展開する。

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び周辺住民

事業の手段・方法
（どのように）

イベント実施・PR

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

空港見学ツアーなどのイベントの実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

空港見学ツアーなどのイベントの実施

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1,050 1,400 1,070 1,400事　業　費　　Ａ 28 27 89 81 屋上入場者数

主
な
内
訳

消耗品費 12 12 12 11

負担金【総務管理費】 16 14 69 69 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

1

うち受益者負担 Ｂ

通信運搬費 0 1 8

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

屋上入場者数が着実に増加しているため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

大阪・関西万博2025が次年度控えており、今後、インバウンドや国内旅行客の増加
が見込まれることから、これらを契機とした空港及び周辺地域の活性化やPRを行っ
ていく必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 28 27 89 81
判断理由

空港見学ツアーの実施等を通じて空港のあるまちとしての魅力を発信し続け、屋上展
望デッキへの入場者数は増加し続けているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

PV

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

庁内一体となって取り組めるよう取り組みを継続する。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 B.改善の余地がある

一般財源 250 635 3,350 3,257
判断理由

シティプロモーション事業は始まったばかりのため、より効率的な方法を検討してい
く。

財
 

源
その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

想定以上のフォロワーを獲得できたため。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ

消耗品費 0 19 50

シティプロモーション
推進事業委託料

0 0 3,000 2,992 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

47

1,400 1,600 1,935 2,400事　業　費　　Ａ 250 635 3,350 3,257 X(旧ツイッター)ウォンバット課
(自称)アカウントのフォロワー数

 ホームページ「池田の魅力」のPV数 1,934 2,300 1,887 3,500主
な
内
訳

報償金 250 25 300 218

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

ウォンtoいけだプロジェクト等のシティプロモーションの実
施

上記要素に係る
R5年度取組実績

・シティプロモーションがめざすものを「地域への関与意欲
の向上」として、シティプロモーション基本方針を策定。
・ライフスタイルブック「GOOD LIFE IKEDA」を作成
・ウォンバット課(自称)の「X」アカウントを活用し、情報発信
を行った。

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 効率的かつ効果的な「シティプロモーション」を実施し池田市の関係人口を増加させる。
事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外住民

事業の手段・方法
（どのように）

SNS・HP等を活用したPR

実施形態（直営/委託） 直営

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 シティプロモーション推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 46

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 47

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 地域行事等活動促進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 地域の祭りを支援することにより、地域活性化の一助とする。
事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

行事報償金の支出

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

地域の祭りへの支援の実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

地域の祭りへの支援の実施

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 0 0 0事　業　費　　Ａ 0 487 925 925 事故件数

主
な
内
訳

報償金 0 487 925 925

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

事故はなかったため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も限られた予算の中で、地域に根付いたイベントを安全に開催できるものと認識
しているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 487 925 925
判断理由

限られた予算の中で、安全に地域に根付いたイベントを開催できているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 48

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 花菖蒲まつり開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 花菖蒲まつりの運営を地域に委託することにより、地域主導の祭りを行う。
事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに観光客

事業の手段・方法
（どのように）

イベントの実施

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

花菖蒲まつりの開催
上記要素に係る
R5年度取組実績

花菖蒲まつりの開催

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

12,500 5,500 5,500 13,000事　業　費　　Ａ 30 850 850 850 来場者数

主
な
内
訳

行事委託料 30 850 850 850

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

目標の来場者を達成した。
（R5：雨天のため一日のみ開催）

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も限られた予算の中で、地域に根付いたイベントを安全に開催できるものと認識
しているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 30 850 850 850
判断理由

限られた予算の中で、安全に地域に根付いたイベントを開催できているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 49

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 池田五月山大文字･がんがら火開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 370年前から続く池田五月山大文字・がんがら火の保存、継承の経費を負担する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに観光客

事業の手段・方法
（どのように）

イベントの実施

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

池田五月山・がんがら火の開催
上記要素に係る
R5年度取組実績

池田五月山・がんがら火の開催

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

9,000 9,000 9,000 9,500事　業　費　　Ａ 4,100 2,000 4,100 4,100 来場者数

主
な
内
訳

負担金【総務管理費】 4,100 2,000 4,100 4,100

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0

その他 154 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

目標の来場者を達成した。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も人件費や資機材の高騰による予算の上昇が見込まれるが、引き続き伝統ある
祭りへの支援を通した市内の賑わいの創出を行っていく必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

みんなでつくるまち推進基金繰入金　１５４千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 4,100 2,000 4,100 3,946
判断理由

限られた予算の中で、安全に歴史と伝統ある祭りを開催し、市内の賑わいの創出にも
寄与できているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

千円

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 50

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 観光案内所管理運営事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 観光案内所の管理運営の実施。
事業の対象
（誰を、何を）

観光客

事業の手段・方法
（どのように）

観光案内所の運営

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

観光案内所の管理運営
上記要素に係る
R5年度取組実績

観光案内所の管理運営

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

16,105 26,000 19,935 50,000事　業　費　　Ａ 3,563 3,563 3,564 3,563 来場者数

売上高 7,140 8,400 9,852 13,000主
な
内
訳

警備委託料 63 63 64 63

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

3,500

うち受益者負担 Ｂ 0 0

管理運営委託料 3,500 3,500 3,500

その他 568 582 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

来場者数については想定に達していないものの、売上高については順調に推移して
いるため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

大阪・関西万博2025が次年度控えていることもあり、今後、インバウンドや国内旅行
客の増加が見込まれることから、引き続き、池田市の魅力を観光客へPRしていくた
め。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

自動販売機　15千円
観光案内所賃料　566千円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 3,563 3,563 2,996 2,981
判断理由

来場者数・売上目標ともに増加傾向にあるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 5 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

回

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 51

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 公衆無線ＬＡＮ整備推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
市域にWi-Fiを整備することにより、国内外の観光客にとってニーズが高い通信環境の整
備を行うことで誘客を図るとともに、市内エリア内の回遊性を高める。

事業の対象
（誰を、何を）

観光客

事業の手段・方法
（どのように）

公衆無線LANの整備

実施形態（直営/委託） 直営

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

Wi-Fiの整備
上記要素に係る
R5年度取組実績

Wi-Fiの整備

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

71,323 36,000 38,866 -事　業　費　　Ａ 465 465 467 424 Free Wi-Fiアクセス数

主
な
内
訳

インターネット使用料 465 465 467 424

成果指標の達成状況 C.判断できない

うち受益者負担 Ｂ

その他 事業の有効性 C.有効的でない（抜本的な見直しが必要）

判断理由

38,866件の実績があったが、令和５年９月末をもって事業を終了したため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 廃止

判断理由

費用の高騰により費用対効果を鑑みた結果、廃止を決定。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 C.効率的でない（抜本的な見直しが必要）

一般財源 465 465 467 424
判断理由

38,866件の実績があったが、令和５年9月末をもって事業を終了したため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 52

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 池田駅周辺エリア回遊推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
インフォメーションセンターの管理運営を通じて、コンパクトシティの魅力をプロモーション
し、池田駅周辺エリアの回遊性を高める。

事業の対象
（誰を、何を）

観光客

事業の手段・方法
（どのように）

ゲストインフォメーションの運営

実施形態（直営/委託） 全部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

ゲストインフォメーションの管理運営
上記要素に係る
R5年度取組実績

ゲストインフォメーションの管理運営

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

30,823 35,000 33,008 45,000事　業　費　　Ａ 10,442 10,442 10,442 10,442 来場者数

主
な
内
訳

光熱水費 330 330 330 330

建物借上料 2,112 2,112 2,112 2,112 成果指標の達成状況 A.順調に推移している

8,000

うち受益者負担 Ｂ

回遊推進事業委託料 8,000 8,000 8,000

その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

来場者数については想定に達していないものの、増加傾向にあり、順調に推移してい
るため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

大阪・関西万博2025が次年度控えていることもあり、今後、インバウンドや国内旅行
客の増加が見込まれることから、引き続き、池田市の魅力を観光客へPRしていくた
め。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 10,442 10,442 10,442 10,442
判断理由

来場者数は増加傾向にあるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 53

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 猪名川花火大会開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容 川西市と共催で実施している猪名川花火大会の開催経費を負担する。
事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに観光客

事業の手段・方法
（どのように）

猪名川花火大会の実施

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

猪名川花火大会の実施
上記要素に係る
R5年度取組実績

猪名川花火大会の実施

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

0 144,000 144,000 145,000事　業　費　　Ａ - 2,071 27,415 27,415 来場者数

主
な
内
訳

負担金【商工費】 - 2,071 27,415 27,415

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0

その他 2,071 3,590 3,590 事業の有効性 C.有効的でない（抜本的な見直しが必要）

判断理由

目標の来場者を達成した。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 その他

判断理由

令和６年度については、従来通り開催を予定しているが、令和７年度以降の開催につ
いては今後協議が必要なため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

みんなでつくるまちの寄附金　2,000千円
みんなでつくるまち推進基金繰入金　1,590千
円

事業の効率性 C.効率的でない（抜本的な見直しが必要）

一般財源 23,825 23,825
判断理由

人件費や資機材の高騰に伴う経費の高騰、各会場の観客収容量の問題など様々な課
題がある中、猪名川花火大会そのもののあり方を検討する必要があるため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 54

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 池田市民カーニバル開催事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
市民相互の連携を深め、あわせて子どもたちに、祭りを楽しみ、ふるさとを味わうようにと
市民をあげて実施する池田市民カーニバルの開催経費を負担する。

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに観光客

事業の手段・方法
（どのように）

池田市民カーニバルの開催

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

池田市民カーニバルの開催
上記要素に係る
R5年度取組実績

池田市民カーニバルの開催

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

4,000 5,000 5,000 6,000事　業　費　　Ａ 4,150 4,150 4,300 4,300 来場者数

主
な
内
訳

負担金【商工費】 4,150 4,150 4,300 4,300

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0

その他 73 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

目標の来場者を達成した。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

池田市の賑わいの創出において必要と認識しているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 4,150 4,077 4,300 4,300
判断理由

限られた予算の中で、各イベントが安全第一に開催されており、池田市の賑わいの創
出につながるものと認識しているため。

財
 

源



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○ ○

○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

件

※ 備　考

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

今後も市内回遊性向上のため、コースの設定やツアーを実施していく。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 180 180 180 180
判断理由

踏破者数が順調に増加しているため。

財
 

源
その他 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

想定を大きく超える利用者があり、順調に推移している。

地方債

国・府支出金

うち受益者負担 Ｂ

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

27 30 44 42事　業　費　　Ａ 180 180 180 180
aruku&アプリ池田市
コース月平均踏破数

主
な
内
訳

負担金【商工費】 180 180 180 180

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

阪急沿線観光あるき実行委員会へ参加
上記要素に係る
R5年度取組実績

阪急沿線観光あるき実行委員会へ参加

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに 10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
散歩アプリ「aruku&」の導入や、観光振興とその推進に資する事業を行い、広域観光の実
現を図る。

事業の対象
（誰を、何を）

観光客

事業の手段・方法
（どのように）

阪急沿線観光あるき実行委員会へ参加

実施形態（直営/委託） 一部委託

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 広域観光推進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 55

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野



令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

○

○ ○

（４）事業費等(千円単位。千円未満は四捨五入)

千人

※ 備　考

第７次池田市総合計画 前期基本計画　事務事業評価（令和5年度実施事業） NO. 56

実績報告シート
（１）事務事業名・総合計画の体系等

施策名称 ④シティプロモーションの展開 施策分野

（２）事業の概要

担当部署名 シティプロモーション課 事務事業名 観光促進事業

総合計画
の体系

施策の柱 ①価値を高め発信するまちづくり 国土強靭化
地域計画の体系
※ 該当する場合のみ

事前に備える
べき目標

実施期間
（第７次総合計画　前期基本計画期間
である令和5～9年度の間で設定）

事業内容
観光協会への活動助成を行い、観光事業者の組織化、観光事業の振興及び発展を図り、市
の活性化に資することを目的とする。

事業の対象
（誰を、何を）

観光客

事業の手段・方法
（どのように）

池田市観光協会の運営

実施形態（直営/委託） 一部委託

10　人や国の不平等をなくそう 16　平和と公正をすべての人に

関連計画
・例規

特になし

（３）「まちづくりの進め方」の視点

関連するSDGｓのゴール
※ １つ以上に○

１　貧困をなくそう ７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに 13　気候変動に具体的な対策を

５　ジェンダー平等を実現しよう 11　住み続けられるまちづくりを 17　パートナーシップで目標を達成しよう

「持続可能な
都市経営」の視点

効果的かつ効率的な行財政運営の推進 公共施設等のマネジメントの推進

人材育成と働きやすい環境づくりの推進 広域行政の推進

６　安全な水とトイレを世界中に 12　つくる責任 つかう責任

行財政改革などに向けて
特に意識すべき要素

※ １つ以上に○

「みんなで取り組む
まちづくり」の視点

まちづくりの活動への支援とつながりづくり 情報の収集・発信と多様な主体のまちづくりへの参画の促進

上記要素に係る
R5年度取組予定

池田市観光協会の運営
上記要素に係る
R5年度取組実績

池田市観光協会の運営

２　飢餓をゼロに ８　働きがいも経済成長も 14　海の豊かさを守ろう

３　すべての人に健康と福祉を ９　産業と技術革新の基盤をつくろう 15　陸の豊かさも守ろう

４　質の高い教育をみんなに

（５）事業の成果指標及び評価

区　　　　　分

Ｒ3年度 R4年度 R5年度

成果指標の内容 単位

目標値 国土強靭化
地域計画の指標

に該当決　算 決　算 予　算 決　算
R4年度
実　績

R5年度
見　込

R5年度
実　績

R９年度
見　込

1,115 1,300 1,363 1,500事　業　費　　Ａ 8,100 8,100 7,100 7,100 観光客数

主
な
内
訳

補助金【商工費】 8,100 8,100 7,100 7,100

成果指標の達成状況 A.順調に推移している

うち受益者負担 Ｂ 0 0 0 0

その他 4,000 4,000 3,000 3,000 事業の有効性 A.有効的である（改善の余地がない）

判断理由

観光客数は増加傾向にあるため。

地方債

国・府支出金

R6年度以降の事業の方向性 現状維持

判断理由

大阪・関西万博2025が次年度控えていることもあり、今後、インバウンドや国内旅行
客の増加が見込まれることから、引き続き池田市の魅力を観光客へPRしていくた
め。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

R5年度における
「その他」財源の主な内容

みんなでつくるまち推進基金繰入金　3,000千
円

事業の効率性 A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源 4,100 4,100 4,100 4,100
判断理由

観光客数は増加傾向にあるため。

財
 

源


